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2018年度人事院勧告
月例給0.16％引上げと一時金0.05月増加！
初任給1,500円引き上げ、医師初任給調整手当を改善
定年年齢の段階的引き上げについて意見の申出を行う
　
人事院は本日、政府と国会に対して、国家公務員の給与に関する勧告及び公務員人事管理に関する報告を行いました。

官民較差は、昨年を下回ったものの、月例給、一時金ともに５年連続プラスとなり、俸給表の水準は655円（0.16％）引き上げ、一時金は0.05月分を改善し、4.45月分とする勧告を行いました。較差に基づく配分は、若年層に重点を置き、初任給を1,500円引き上げ、若年層についても1,000円程度の改定を行い、その他は400円の引き上げを基本とし、全ての号俸を引き上げるとしたことによって、再任用職員や非常勤職員の賃金水準、退職金にも波及させることが出来ました。このことについては、国公労連に結集して取り組んだ私たちの要求を反映したと言えます。

しかし、「給与制度の総合的見直し」によって４月から実質的に賃下げとなっている職員が多数いる中では生活改善に遠く及ばない低額勧告です。また、２年連続で医師の処遇改善が行われたことは、ハンセン病療養所の深刻な医師確保の改善に向けたこの間の取り組みの成果ですが、もう一つの柱であった介護員の夜勤手当の改善については触れられていない極めて不満な内容となっています。
非常勤職員に関しては、慶弔にかかわる休暇の改善について言及したことは一定評価出来ますが、この間強く要求してきた夏季休暇の新設、病気休暇等の有給化や感染症にかかわる特別休暇の取扱いなどについて言及されていないこと、また均等待遇や雇用の安定など非常勤職員制度の抜本改善には全く応えていない不十分なものとなっています。
定年延長に関しても、「定年の段階的な引き上げのため」の意見の申出を行いましたが、60歳越えの職員の年間給与（俸給月額、手当等）を60歳前の７割の水準に設定するというだけでなく、「60歳前の給与カーブも含めて引き続き検討」と60歳前からの給与カーブのあり方についても言及しています。また全医労が、同一労働同一賃金と併せて強く求めていた、中高年の夜勤免除・制限については触れられていないなど、働き続けられる労働条件の整備に背を向けた内容となっており容認できるものではありません。
　2018年勧告の主な内容は、下記の通りです。
記

	◯　本年の給与勧告のポイント

　1）月例給、ボーナスともに引上げ
①　民間給与との較差（0.16％）を埋めるため、俸給表の水準を引上げ
②　ボーナスを引上げ（0.05月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分


Ⅰ　民間給与との較差等に基づく給与改定等
１　民間給与との比較
①　<月例給>　公務と民間の４月分の給与額を比較

○民間給与との較差　655円　0.16％

[行政職（一）･･･現行給与410,940円　平均年齢43.5歳]

[俸給583円、はね返り分（注）72円]
（注）俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分
②　<ボーナス>　昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間の支給月数を比較
○民間の支給割合　4.46月（公務の支給月数4.40月）
２　給与改定の内容と考え方
＜月例給＞

（1）俸給表

①行政職俸給表（一）
民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、総合職試験（大卒程度）、一般職試験（大卒程度）及び一般職試験（高卒者）に係る初任給を1,500円引上げ。若年層についても1,000円程度の改定。その他は400円の引上げを基本に改定（平均改定率0.2％）
②その他の俸給表
行政職俸給表（一）との均衡を基本に改定（指定職俸給表は改定なし）
（2）初任給調整手当

　　　医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定
＜ボーナス＞
民間の支給割合に見合うよう引上げ　4.40月分　→　4.45月分
民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引き上げ分を勤勉手当に配分
	
	６月期
	12月期

	2018年度　期末手当

　　　　　勤勉手当
	1.225月（支給済み）

0.90　月（支給済み）
	1.375月（改定なし）

0.95　月（現行0.90月）

	2019年度　期末手当

　　以降　勤勉手当
	1.30　 月

0.925　月
	1.30　 月

0.925　月


【実施時期】

・月例給：2018年４月１日

・一時金：法律の公布日

３　その他
（１）宿日直手当
　　　宿日直勤務対象職員の給与の状況を踏まえ、所要の改定
（２）住居手当
　　　受給者の増加の状況を注視しつつ、職員の家賃負担の状況、民間の支給状況等を踏まえ、公務員宿舎使用料の引上げも考慮して、必要な検討

定年を段階的に65歳に引き上げるための国家公務員法等の改正についての意見の申出の骨子


　○　質の高い行政サービスを維持するためには、高齢層職員の能力及び経験を本格的に活用することが不可欠。定年を段階的に65歳まで引上げ

　○　民間企業の高齢期雇用の実情を考慮し、60歳超の職員の年間給与を60歳前の７割水準に設定
　○　能力・実績に基づく人事管理を徹底するとともに、役職定年制の導入により組織活力を維持

　○　短時間勤務の導入により、60歳越の職員の多様な働き方を実現

以　上
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